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医薬品産業企業の技術開発マネジメント
広田俊郎
I 序
科学技術の進展は工業製品や消費財の性能向上とコストダウンをもたらす
だけでなく，生活の改善にも寄与するということが以前にもまして明確に意
識されるようになってきた。「科学技術の進展をどういうところに感じるか」
という内閣総理大臣官房広報室の調査（昭和61年2月）によれば，回答項目
の第1位は「医療技術の向上」 (53.3%），第2位が「エレクトロニクスやバ
イオテクノロジーなどの先端科学技術」 (35.7%），第3位が「日常生活にお
ける衣食住などの便利さや豊かさ」 (30.8%）であり，「特にない」 (6.2%),
「わからない」 (8.4彩）という回答の低率さと比べると， 種々の科学技術の
進展，中でも医療・薬学技術の向上がもたらす貢献に対する駆識の程度が高
(1) 
いことが分かる。その意味で，医療・薬学技術分野における研究開発への資
源配分の増加を図っていくことに対しては幅広い同意が得られるであろう。
ただし，その場合の研究開発活動の展開には，研究開発を行う主体と，研
究開発への資金負担をする主体の双方が必要である。研究開発主体には，公
的研究機関，大学，企業などの区分があり，研究開発資金負担の主体は政府
と企業とに区分することができる。・
したがって，どの機関が研究開発主体であり，どの機関が資金負担主体で
あるかのに関する組み合わせによって多様な研究開発活動形態が派生するこ
(1) 「科学技術白書」昭和61年版， pp.9-13参照。
＊本研究は財団法人島原科学振興会の製薬企業経営研究部門の研究助成金を得て行っ
たものである。記して謝意を表する次第である。
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図1 様々なタイプの研究開発活動
研究開発主体 資金負担主体
：：研究機関ニニニア政府
企業 Il9、9 9999 ---999■9●9999999_,99●.一；i幽，企業
とになる（図 1参照）。その場合， もし，企業が資金負担主休であり， かつ
企業が研究開発主体となって行う研究開発活動が活発に行われ，有効な成果
をあげる場合には，他の形態の研究開発活動の意義は小さなものとなる。そ
れゆえ中心的な問題の一つは，民間企業の研究開発活動へのインセンテイプ
が十分高いかどうかということである。すなわ知営利原則に基づいた「企
業の資金負担による企業の研究開発活動」が医療・薬学技術分野で十分成果
をあげているのかどうか，が問われる。さらに，医薬品産業企業は研究開発
活動の成果を向上させるために，どのような方策を取っているのであろう
か，という問いも提出したい。これらの問いに答えることが本論文の課題で
ある。
]I 医薬品産業企業の研究開発を取り巻く環境
医薬品産業の研究開発の特色は，研究開発の1サイクルが非常に長期にわ
たることであり，研究開始時から商品化まで15年近くかかる（図2参照）。
また，医薬品産業の研究開発フ゜ロジェクトの最終的成功率は非常に低く，そ
の研究開発には非常に高いリスクがつきものである。そのため， 日本の医薬
品産業企業の場合，技術を自社で開発するという戦略だけではなく， 他企
業，特に外国企業がどのような新薬開発をおこなっているかをモニクリング
し，必要な時には，新薬のライセンスを導入するというボリシーもとらざる
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図2 新薬開発の期間・費用と特許プロセス
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出典：「DATA BOOK 1986」p.44.
を得なくなっている。純粋な形態の「企業資金負担による企業の研究開発活
動」だけではなかなか十分な成果が上がらず，「日本企業の資金負担による
外国企業・研究機関の研究開発活動」を取り入れざるを得ない状況にあると
言えよう。
ただし，諸外国の技術ライセンス提供者を調べると，大企業とともに，ベ
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ンチャー・ビジネスや公的研究機開，大学も技術を提供していることが分か
(2) 
る。アメリカの場合，研究開発に関する基盤，例えば，公的研究機関，大学
等の集積が高密度に行われ，小企業・諸機関がこのような技術集積に基づく
外部効果を利用して，多様な形態で先端的な研究を行っている。しかしなが
ら，日本においては，このような医療・薬学技術開発基盤が十分形成されて
いないため，本来先端的研究を精力的に展開できる小企業が独創的研究開発
を必ずしも行いえない現状にあるのではないか。そこで，社内に研究開発基
盤を持つ大企業が主に先端的研究開発を行おうとしているが，その成果は十
分とは言えないようである。
このような背景のため，外国からの技術導入が依然として不可避となるよ
うな状況が生まれているといえよう。もし，国内に研究開発上の基盤が整備
され，医療・薬学技術の集積が形成されてきた場合には，硯在医薬品産業企
業をとりまいている環境条件の重要な側面が改善されると考えられる。その
意味からも医療・薬学技術関連の社会的基盤拡充の必要性が益々高まってき
ている。しかし，保健・医療研究開発予算 (1984年度）の日米比較を行うと
き， アメリカの予算総額が 10,192億円であるのに対し， 日本の予算総額が
(3) 
322億円と， 日本の政府支出が極めて少ないことが分かる。参考のため，保
健。医療研究開発予算の日米比較を示したものが，表1である。
日本においては，研究開発基盤の不足を解消するために，政府負担による
研究開発投資をより重点的に行うことが望ましいにもかかわらず，実際は日
米の医薬品産業企業をとりまく種々の研究開発関連の社会的基盤の差をます
ます拡大させるような予算配分がなされていると言えよう。とはいえ，文部
(4) 
省の科学研究費補助金，科学技術会議の方針に沿った科学技術振興調査費，
(2) 「外国技術導入年次報告」昭和60年度，科学技術庁編 pp.33-35参照。
(3) 「HS情報ニュー ス」， 1986,No. 3, p. 41参照。
(4) 科学技術振興調査費に基づく研究プロジェクトして「生体膜機能の解析•利用
技術の開発に関する研究」，「実験動物の開発等に関する研究」，「機能性蛋白質の
解析・修飾・模擬技術の開発に関する研究」，「がん研究を支える共通基盤技術の
開発に関する研究」，「脳機能解明のための基盤技術の開発に関する研究」などが
ある。
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表1 保健・医療研究開発予算の日米比較 (1984年会計年度）
（単位：億円）
研究項目李昌阜盃 米国の主な研究所等 日本の主な研究所等
がん研究 2,473 
心究臓・血管系研 1,570 
歯科研究 201 
骨•関節系研究 1,049 
免研疫・アレルギ 704 
一究
神経系研究 753 
一般医学研究 937 
小児研究 643 
眼 研 究 358 
環境衛生研究 417 
老化研究 239 
研究支援 571 
医学図書館 124 
国際協力 29 
そ の 他 124 
合 計 10,1921 
41 国立がん研究所 国立がんセンター研究
所
17 究国立所心臓・肺・血液研 国立循環器病研究所等
国立歯科研究所 （予研歯科衛生部）
} 148 
国・立胃骨腸病•研関節究炎所 ・代謝 金（特）定疾患研究費補助
症国立研アレルギ・-•感染 国（立国予病防相衛模生原研等究）所等究所
21 国中研立神究経所 ・精神・脳卒 国立究究武所所蔵等， 神経センター研 国立精神衛生
10 国立一般医学研究所 国（立厚公生科衆衛学研生究院等費）
10 国立小児病研究所
補国ー立助等小金（児心）病身研障究害研セ究ン費タ
国立眼病研究所
26 国立環境衛生研究所 国立衛生試験所等
4国立老化研究所 国立栄養研究所等
15 リサーチ・リソースセ 細胞類・避伝子銀行薬． 霊植ンクー 長物 センター ， 用
リサーチ・サービスセ
ンクー
国立医学図書館
1国際協カセンター （日本医費学）協力研究事
業委託
29 中央コンビューターセ （放影研・結研補助金
ンター等 等）
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出典：「HS情報ニュース」 No.3, 1986年， p.41
(5) 
科学技術庁による創造科学技術推進制度，通産省が昭和56年に創設した次世
(6) 
代産業基盤技術研究開発制度，等の研究開発基盤を育成するための施策がな
(5) 創造科学技術推進制度に基づく研究プロジェクトして「バイオホロニックスプ
ロジェクト」，「生物情報伝達プロジェクト」，「特殊喋境微生物プロジェクト」な
どがある。
(6) 次世代産業基盤技術研究開発制度に基づく研究プロジェクトとして「バイオリ
アクター」，「細胞大量培養技術」，「組み換えDNA利用技術」などがある。
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されてきた。これらの施策を通じて医療・薬学技術開発基盤の整備を図って
いくとともに，企業内の研究開発基盤も整備していくことが，必要とされて
いるといえよう。
m 医薬品産業企業の技術開発マネジメントの調査方法
筆者は日米企業を対象に技術計画と技術戦略についての質問票調査を行っ
た。アメリカ企業については1985年5月に『フォーチュン』詰掲載の製造業
売上高ランキング上位500社に質問調査票を発送し， 156社から回答を得た。
日本企業については， 1985年10月に日経 NEEDS財務データベースを用い
てリストアップした製造業売上高上位500社に発送し160社から回答を得た。
以上の回答企業の中には，アメリカ医薬品企業8社（プリストル＝マイヤー
ズ，イーライ＝リリー，アップジョン等）と日本医薬品企業5社（藤沢薬品
工業，塩野義製薬，中外製薬など）が含まれていた。そのアンケート調査票
は，研究所組織，研究計画の立案の仕方，研究計画担当組織，戦略的経営計
画と研究計画とのリンケージなどの点を含んでいた。医薬品産業企業が以上
の側面に関し，他の産業企業とどのように異なるのか，という問題意識をも
って検討していきたい。
w 医薬品産業企業の技術開発マネジメント
1. 仮説
医薬品産業企業の技術開発マネジメントがどのような特徴を持っているか
を，質問票への回答から確かめようとした。この作業を行うにあたって，事
前にいくつかの仮説を設定しておき，それがデータから支持されるかどうか
を見るという手続きをとることが適切であろう。そこで，作業の出発点とし
ていくつかの仮説を設定することにした。
仮説 1． 医薬品産業企業はより計画的に技術開発に取り組んでいる。
この仮説の根拠は，いままでの説明から明らかであろう。医薬品の開発に
は，極めて長い期間がかかり，しかも必要資金額も莫大である。 したがっ
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て，このように長期的かつ大規模な技術開発に対してはより計画的な取組み
が必要とされると考えられるからである。
仮説 2. 医薬品産業企業は長期的な時間志向を持つ。
この仮説の根拠も，これまでの医薬品産業の研究開発の曝境条件について
の説明から導き出すことができるであろう。図2で示されたように，新薬の
閲発には， 10~16年もの期間を要する。各プロジェクトをどのような予定で
管理していくのか，それとも異なるプロジェクトを，どのような構想のもと
に組み変えていくのか，という問題意識をもって，技術開発マネジメントを
展開することが必要とされるであろう。ただし，このような問題意識から戦
略的に技術開発マネジメントを展開するには，その時間志向を長期的なスパ
ンのものにすることが必要とされるであろう。
仮説 3. 医薬品産業企業は技術開発へ投じる経営資源の水準がより高
し‘゜
医薬品産業にとって，新薬開発などの技術革新や，技術の改良が競争力の
決め手となる。そのため，研究開発費の売上高に占める比率は，非常に高い
水準になる。その水準が，どの他の産業よりも高いとここで想定することに
する。
仮説 4. 医薬品産業企業は技術計画組織を充実させている。
高率の研究開発費を継続的に投下することに伴うリスクと→ストは非常に
高いものがある。したがって，研究開発プロジェクトのポートフォリオを戦
略的に管理することが必要となる。そのため，そのような戦略的管理を専門
的に行うものとして，技術計画組織が設置される可能性が，どの産業よりも
高いと考えることにする。
仮説 5. 医薬品産業企業は競争業者分析に熱心である。
競争業者が真剣に取り組んでいるテーマは，一般的なトレンドを反映した
ものであることが多い。その意味からも，競争業者分析は，さまざまなヒン
トを提供してくれる。また，医薬品産業の研究開発テーマは非常に多岐にわ
たっており，複数のテーマを追うことになれば， ヒト・モノ・カネなどの経
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営資源の不足をきたしてしまう。そこで，特定の分野に絞り込んだ研究が必
要になる。競争業者分析は，各医薬品産業企業が，自社の強みを考えたうえ
で，研究テーマを絞り込むときにも有効であろう。そのため，競争業者分析
はどの産業よりも熱心に行われていると想定した。
仮説 6. 医薬品産業企業は海外研究所を多く持つ。
企業が海外研究所を設置する動機はさまざまであるが，一つのねらいとし
て，ある分野での基本的なカギ情報の入手ということが考えられる。医薬品
産業のように，科学技術知識の陳腐化のスビードが速い分野では，カギ情報
を入手することの戦略的意義はどの産業よりも切実である。そのため，医薬
品産業では，どの産業よりも，海外研究所が設置されるケースが多いのでは
ないかと予測した。
仮説 7． 医薬品産業企業は外部資源を利用した戦略をより重視する。
医薬品の開発には時間がかかる。クロスライセンスやジョイントベンチャ
ーは，単独で開発した場合よりも時間を節約できる，という効果を持つ。そ
のため，医薬品産業企業は，このような外部資源を有効に活用するような戦
略をより重視すると予測したのである。
2. 結果
以上の仮説を必ずしも順番通りではないが，一つ一つ検討していきたい。
ただし，仮説の多くが，「医薬品産業のxxはどの産業よりも xxである」
という形式をとっていた。このような産業比較を行う場合に，医薬品産業と
鉄鋼産業をとれば，明確な差が現われるのは，むしろ自明であろう。そこ
で，医薬品産業と産業比較を行うときのペアを， 日米双方について，研究開
発費／売上高比率が一定以上を越える産業とすることにした。ここでは，そ
れらの産業をその他ハイテク産業と呼ぶことにする。その基準は，アメリカ
企業については，研究開発費／売上高比率が5.0%以上とし，その結果とし
て，航空宇宙，電気機器，測定機器，一部化学工業，等が選ばれた。また，
日本企業については，研究開発費／売上高比率が4.3%以上を基準とし，電
気機器，精密機器，一部化学工業が選ばれた。以下の分析は，医薬品産業
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と，これらのその他ハイテク産業との，種々の側面についての差異を明確化
するということをねらいとしている。
(1) 経営資源と海外研究所
まず研究開発に用いられる経営資源の指標としての研究開発費／売上高比
(7) 
率についてであるが，広田 (1986)にも示されているように，医薬品産業の
それは，日本企業については， 10.1％と，どの産業よりも高い水準を示して
いた。ちなみに， 2位は， 精密機器であり，その水準は5.8％と 1位とはか
なりの開きがある。一方，アメリカ企業については，医薬品産業の研究開発
費／売上高比率は8.2％であり，電気機器の8.3％についで2番目であった。
また，研究開発人員については， 日本医薬品産業企業が平掏826人を雇用し，
最もその値の大きかった電気機器が3,109人を薦用していたのと比べると，
研究開発費の比率は高いが，規模の点では電気機器等に劣ることが分かっ
た。またアメリカ医薬品産業企業は1,177人の研究開発人員を雇用していた
が，これも電気機器の3,753人と比べると規模の点では劣ることが分かった。
これは，電気機器のように，科学的知識から出発して，技術可能性，製造可
能性へと幅広い研究開発体制をとる場合にくらべて，医薬品産業の場合は，
技術可能性が分かれば，製造可能性等についてはそれほど問題がないからで
あろう。
海外研究所については，日米のハイテク企業は一般に1社あたり， 0.86ケ
所の海外研究所を持っていることが分かったが，医薬品産業については， 1 
社あたり， 2.3ケ所と有意に多い海外研究所を持っていることが分かった。
これは，先にのべた，技術に関するカギ情報の収集をねらったものと考えら
れる。
ここでの議論をふまえて，仮説3と仮説6が支持されたと言えよう。
(2) 技術計画活動
筆者の質問票においては，技術計画活動に関し，さまざまな活動にどの程
度関与しているか，また種々の側面でどの程度成果をあげているのかを，評
(7) 広田 (1986)pp. 20-24参照。
10(332) 第 32巻第 5 号
価してもらうような質問項目を設定しておいた。このような種々の技術計画
活動への関与度とその成果に関する評価の値が， 日本とアメリカ各々の医薬
品産業企業グループとその他ハイテク産業企業グループという 4つのグルー
プの間で差異がないかどうかを検討した。その結果のなかで，有意な差異が
見出されたものだけを示したものが表2である。
結果は，仮説1で想定したように，医薬品産業企業が他のハイテク産業企
業より計画的に技術開発に取り組んでいるとは必ずしも言えないようであっ
た。技術計画と事業計画との関係の明確化については，医薬品産業は他のハ
イテク産業よりもむしろ計画的に取り組む程度が低いぐらいである。また，
複数の異なる技術の交流・結合に関して，医薬品産業はうまく成功していな
いようであった。以上のことは，医薬品産業の研究開発活動を計画的に推進
することが他のハイテク産業よりもより困難なものであること， しかも非常
に幅の狭い研究テーマ設定が必要とされ，結果を他の領域へ容易には適用で
きないという性質を持つことを示していると思われる。
表2 技術計画への関与とその成果
＼- -ヽグルー プ 産医業薬品
その他
F値 I星土1：贔 F値 交果二要互因効平均 ハイテ技術計画活動＼＼、一 ク産業
技化画術と計の画関係と事の業明計確 1.65 -0.37 0.05 6.41** -0.03 0.06 1.3: 
複の数交流の異・結な合る技術 3.09 -0.19 0.06 2.96* 0.01 -0.03 0.01 
動定国際の展的研開究の意開発思決活 2.37 0.53 -0.07 2.9． 2* 0.08 -0.13 1.181 
*p<0.10 **p<0.05 ***p<0.01で有意
表中の数字は， 0＝関与せず， 1 ＝有用性を認め関与， 2=不可欠と認め閲
与というスケー ルによったもの。
〇.00
0.23 
0.03 
国際的研究開発活動の展開の意思決定に関して，医薬品産業企業が技術計
画の設定によるメリットがあると回答しているのは，幅の狭い研究が世界の
各地で散発的に行われており，それらの相互交流を図ることを通じて，技術
開発のスピードアップができるからだと考えられる。仮定5で示した競争業
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者分析については，医薬品産業が他のハイテク産業よりも有意にコミットし
ているということは言えないことが分かった。この側面に関しては，産業間
の差異よりも，第一位企業と周辺企業との間の差異のほうがより大きいので
はないだろうか。
ここでの議論により，仮定1と仮定5は棄却すべきであろうと考えられ
る。
(3) 時間志向と技術計画組織
技術計画のクイムスパンであるが，医薬品産業企業の乎均が4.9年で，そ
の他ハイテク産業企業の3.1年と比較するとより長期的であるが，統計的に
有意な差異ではなかった。また，技術計画の更新の頗度は，医薬品産業企業
が1年に1.2回であるのに対し，その他ハイテク産業企業は1年に1.4回であ
った。このことは，技術の変化のスピードが，医薬品産業以外のハイテク産
業の方が速いということを反映しているのではないかと思われる。医薬品産
業の研究開発は，基礎研究の動きと歩調を合わせて行く必要があり，そのた
め時間志向はより長期的なものとなり，小刻みな修正を必要とする・ようなも
のではないと言えよう。
技術計画組織についてであるが，日本企業についてその有無を医薬品産業
とその他ハイテク産業とに区分して示したのが表3である。それによると日
本のすべての医薬品産業企業が技術計画組織を持っていることが分かる。ま
た同様の集計をアメリカ企業について行ったものが表4である。アメリカ企
表3 日本企業の技術計画組織 表4 アメリカ企業の技術計画組織
五計画¥組織ミ:、業＼、I医産薬業品 I ハそイのテ他ク
有 5 I 48 
~I 計画組織
有
医産薬業品I ，そ、イのテ他ク
2 12 
無 1 。I 9 無 I 3 I 15 
が＝1.082 表中の数字は企業数を示す。 炉＝2.139 表中の数字は企業数を示す。
業については，一般に技術計画組織という本社単位を持つことなく，研究所
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や事業部が自律的な研究計画を立てることが多いことを広田 (1986)は示し
ているが，医薬品産業もその例外ではないことが示せたと言えよう。
(4:) 外部資源活用戦略
外部資源活用戦略は，研究開発ニーズの高い医薬品産業には，不可欠の戦
略であろう。そのオプションとして，外部委託研究，他社技術の特許。ノウ
，，ヽゥの導入，技術開発のための合弁事業の設立，政府等が主宰する大型研究
プロジェクトヘの参加，大学＝産業研究協力，他社と共同研究開発プロジェ
クトの形成，技術を取得ないしモニターする目的をもって他企業へ資本参
加，技術能力を高めるための外部コンサルクントの利用などをとりあげた。
これらに関して，医薬品産業とその他ハイテク産業との間に有意な差異があ
ったものを示したのが表5である。
表5 外部資源活用戦略
I 日本企業 | アメリカ企業
医産薬業品 ハそイのテ他ク ＼ 医産薬業品 ハそイのテ他ク
他社技術の特許・ 採用 5 51 5 20 
ノウハウの導入 非採用 ゜ 7 1 8 I 炉＝0.678 I 炉＝0.678
技術開発のための採用 2 24 6 15 
合弁事業の設立 非採用 3 31 ゜-13 I 炉＝0.02 I 炉＝4.51**
大型共同研究プロ 参加 3 33 ゜ 13 ジェクトヘの参加非参加 2 25 6 15 
I 炉＝0.018 | 炉＝4.51**
* p<0.10 ** p<0.05 *** p<0.01で有意
表中の数字は企業数を示す。
その結果，他社技術の特許・ノウハウの導入については，医薬品産業企業
でほぽ例外なく採用されていることが分かった。他方，その他ハイテク産業
企業については，技術導入に頼らないという会社が何社かあることが分かっ
医薬品産業企業の技術開発マネジメント（広田） （335)13 
た。
また，技術開発のための合弁事業の設立については，アメリカの医薬品産
業企業が例外なく，この戦略を採用しているのに対して，日本企業について
は，まだこのオプションを採用していないところもあった。
大型共同研究プロジェクトヘの参加については， 日本企業の多くが，参加
を行っていたのに対して，アメリカでは，どの医薬品産業企業も参加を見合
わせていた。一般にアメリカ医薬品産業企業には，多様な人材がおり，社内
の統合的フ゜ロジェクトで十分に新鮮な発想が保つことができるのではないか
と考えられる。それとともに大型共同研究プロジェクトについては，研究開
発成果の専有が困難であり，自社の貢献が他社に簡単に利用されるという側
面があることもアメリカ医薬品産業企業がこのオプションを避ける理由だと
思われる。
v結論
医薬品産業企業の技術開発マネジメントの特徴を解明するため，まず最初
に，医薬品産業の環境特性を述べ，その後に，医薬品産業企業の技術開発マ
ネジメントの特徴を仮説の形で設定し，質問票への回答データを用いて，仮
設が支持されるかどうかを検討してきた。そこで確認されたことは，次のよ
うなことであった。
医薬品産業企業は，技術開発へ投じる経営資源の水準が高く，海外研究所
を多く持つということが言えた。ただし，その技術開発課題の特性から，計
画的に技術開発を推進することは必ずしも容易ではなく，医薬品産業企業
は，より計画的に技術開発に取り組んでいるという仮説は必ずしも当てはま
らないことがわかった。ただし，技術計画組織については， 日本企業におい
て仮説通り医薬品産業が他のハイテク産業企業より多くそれを保有している
ことが分かったが，アメリカ企業においては，必ずしもそのような関係が成
り立たないことが分かった。
一般に医薬品産業では，比較的幅の狭い研究テーマをめぐって，技術知識
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の激変という環境のなかで， じっくりと研究に取り組むという姿勢を保持し
ているようであった。そのため，競争業者分析は二次的な意味しか持たない
ことが分かった。また最後に，医薬品産業企業は，外部資源を効果的に利用
して技術開発を展開していると思われる。ただし，アメリカの医薬品産業企
業について典型的に見出されるように，技術開発のための合弁会社の設立は
行うが大型共同研究プロジェクトヘの参加は全くないことが分かった。それ
は，医薬品産業においては，モノ作りのノウハウと比較すると情報・知識の
持つ重要性が高く，技術移転し易いという性質を持っているからではないか。
そのためすぐに知識や情報が流布してしまうような形態の外部資源の利用の
仕方である大型共同研究プロジェクトという形態の研究を行わないというこ
とがいえよう。
本論文の簡単な検討を通じて，医薬品産業企業の技術開発マネジメントを
本格的に検討するには，医薬品産業企業における研究開発課題の特色，科学
知識現境の特色，競争環境の特色などについての詳細研究を行う必要がある
ことが痛感された。これらを今後の研究課題としたい。
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